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                                                                                  平成２１年５月１３日 

  各     位 

                                                               兵庫県西宮市甲子園口六丁目１番４５号 

                                                               極 東 開 発 工 業 株 式 会 社   

                                                               代表取締役社長最高執行責任者  筆 谷 高 明 

                                                               （ｺｰﾄﾞ：7226  東証・大証  市場第一部）  

                                                               お問合せ先 

                                                               取締役執行役員管理本部長  高 島 義 典 

                                                                TEL（０７９８）６６－１５００ 

 

八戸工場の閉鎖に関するお知らせ 
 

当社は、グループの業績改善を図るため国内の生産体制を見直し、八戸工場を閉鎖することといたしましたの

で、お知らせいたします。 

記 

 

１．目的 

当社グループ主力の特装車事業は、世界的な景気悪化による国内トラック需要低迷の影響等により、昨年

後半から業績が大幅に悪化しております。当社グループでは、業績の改善を図るため、大規模なコストダウン

や業務の効率化、設備投資計画の見直しのほか、役員報酬や管理職給与の一部カット、人員の見直しによる

人件費の削減に鋭意取り組んでおります。また、本年4 月1 日付でグループ会社を 15 社から 13 社に統合す

るなど、経営の効率化を推進しております。 

このような中、経営資源を集中し、更なる業績の改善を図るため、平成 21 年 10 月 1 日付をもって、グルー

プ会社である株式会社極東開発東北（当社 100％子会社）の八戸工場を閉鎖することといたしました。これに

より国内生産体制は、現在の8拠点から7拠点となります。なお、八戸工場では、平成11年の操業開始以来、

主に北海道・東北地方向けのタンクローリや散水車、ダンプトラック等の特装車の製造・販売ならびにアフター

サービスを行ってまいりましたが、これらの業務につきましては、グループ内の他の生産拠点へ移管すること

といたします。 

今回の見直しにより、グループの生産効率の向上ならびに採算性のアップを図り、業績の改善に努めてま

いります。 

 

２．閉鎖の概要 

   (１)閉鎖期日 

平成21 年6 月を目処に八戸工場の生産をストップし、平成21 年10 月1 日付で当社の 100%子会社であ

る振興自動車株式会社を存続会社、株式会社極東開発東北を消滅会社として吸収合併を行います。 

   (２)人員体制 

八戸工場の従業員につきましては、グループ内での異動を予定しております。 

   (３)生産体制 

八戸工場の生産業務につきましては、グループ内の他の生産拠点（横浜工場、名古屋工場、振興自動

車株式会社等）へ移管いたします。 

(4)その他 

八戸工場の既存の生産設備等の資産につきましては、グループ内での再配置や売却、賃貸等により有

効活用を図ります。 

  

 

 



 2  

３．株式会社極東開発東北の概要 

商号 株式会社極東開発東北 

所在地 青森県八戸市北インター工業団地五丁目２番２６号 

代表者 西田 正和 

主な事業内容 特装車（タンクローリ、散水車、ダンプトラック等）の製造・販売

ならびにアフターサービス 

設立年月日 平成１０年４月１日 

操業開始 平成１１年４月１日 

敷地面積 ５７，６０１㎡ 

建築面積 ２，７６０㎡ 

決算期 ３月 

資本金 ９０百万円 

株主構成 極東開発工業株式会社 １００％ 

売上高（平成21 年3 月期） ６９７百万円 

当期純利益（平成21 年3 月期） ▲２６百万円 

総資産（平成21 年3 月31 日現在） ２６７百万円 

純資産（平成21 年3 月31 日現在） １２５百万円 

 

 

４．業績に与える影響 

本件に関連して、平成 21 年 3 月期連結決算において、土地、建物、設備等の減損処理として 384 百万円の特

別損失を計上いたしました。 

また、本日別途公表しております「平成 21 年 3 月期決算短信」に記載の、平成 22 年 3 月期の連結業績予想に

は、本件による影響を織り込んでおります。 

 

 

以  上 


